


























　LL = Legalität und Legitimität, Duncker & Humblot, 2005 (7. Auflage) [orig.1932]（田
中浩・原田武雄訳『合法性と正当性』未來社、1983 年）
　GLHP = Die geistesgeschichtliche Lage des heutigen Parlamentarismus, Duncker & 






Carl Schmitt, Volksentscheid und Volksbegehren: Ein Beitrag zur 
Auslegung der Weimarer Verfassung und zur Lehre von der unmittelbaren 
























　VL = Verfassungslehre, Duncker & Humblot, 2010 (10. Auf.) [orig.1928]（尾吹善人訳『憲
法理論』木鐸社、1972 年／阿部照哉・村上義弘訳『憲法論』みすず書房、1974 年）
2） 本書の参照指示に際しては、VV の略記号を用いて原著の頁数を記載し、あわせて
［　］内に訳書の頁数を挿入している。ちなみに、原著の新版が 2014 年に Duncker & 





































































































5） 「国民発案」の原語は Volksbegehren である。この語は「国民請願」と訳されることが
通常だが、以下の理由から今回の翻訳では「国民発案」の訳語を採用した。第一に、本
書のおもなテーマは法律の「発案」であり、「請願」と訳すよりも本書の文脈に適してい











6） 「国民票決」の原語は Volksentscheid である。この語は「国民投票」と訳されることが
多いが、シュミットが Volksabstimmung（これも「国民投票」と訳される）との混同を














のように、シュミットは Volksentscheid と Referendum を厳密に区別していることから、
今回の翻訳では「表決」という表記は採用しなかった（ちなみに訳書では Referendum
は「レファレンダム」とカタカナで表記している）。 
7） 長野晃が G・アンシュッツ（Gerhard Anschütz, 1867 ― 1948）のコンメンタールを引用
しながら述べるところによれば、「この〔「国民立法手続き」という〕名称は学界の共有
するところとなった」という（同「カール・シュミットの均衡理論――リベラリズムと
デモクラシーの分離と結合」政治思想研究 15 号、風行社、2015 年、305 頁［注 51］）。なお、










































て『憲法論』に触れる読者には不親切かもしれない（VL 261, 264, 295, 301［尾吹訳
325、328、370、377頁／阿部・村上訳304、307、344、350頁］）。他方、本書では「財
政法律」などの紛らわしい用語に代えて「金銭法律」という語を使用する旨が
8） 同条項の訳文は訳書 105 頁（訳注 5）を参照されたい。




































12） Schmitt, C., Politische Theologie II: Die Legende von der Erledigng jeder Politischen 





訳 304 頁／引用は阿部・村上訳 286 頁による］）。あるいは、『議会主義』第 2 版において
もペテルゾンに言及することなく、本書とほぼ同様の趣旨で喝采（acclamatio）が高く









































14） 「公開の審議と討論（die öffentliche Beratung und Diskussion）」（VV 38［60 頁］）と
いう表現は、「私〔は〕討論（Diskussion）と公開（Öffentlichkeit）を議会制の本質的な




























15） このレファレンダム（国民表決）の定義は大石眞『憲法講義Ⅰ 第 3 版』（有斐閣、2014 年）

























































































































259［尾吹訳 322 頁／引用は傍点も含め阿部・村上訳 301 頁による］）。





































19） ルソ 『ー社会契約論／ジュネーヴ草稿』（中山元訳、光文社古典新訳文庫、2008 年）190 頁。
このルソーの一節は『議会主義』第 2 版序文でも取り上げられている（GLHP 19［稲葉
訳 21 頁］）。
20） シュミットは本書と同一の講演に基づいて「民主制と財政」という小論を著してお
り、その内容は本書第 3 章の結論部と大きく重なっている。Schmitt, C., „Demokratie 
und Finanz“ (1927) in: ders., Positionen und Begriffe, im Kampf mit Weimar – Genf – 
Versailles 1923 ― 1939, Duncker & Humblot, 2014 (4. Auf.) [orig.1940], S.97 ― 99.
21） 本書には Haushaltsplan をたんに「予算」と訳したほうがよいように思われる箇所が
複数存在するが、訳語の統一の観点から今回の翻訳ではすべて「予算案」と訳出した。
22） これは予算法形式説と呼ばれる立場である。例えば、芦部信喜『憲法 第 6 版』（高橋
和之補訂、岩波書店、2015 年）362 頁参照。少数説ではあるが、日本国憲法における「予算」
を「法律」の一種と捉える見解（いわゆる予算法律説）も有力である。例えば、大石（前
































23） 杉村章三郎『財政法（法律学全集 10）』（有斐閣、1959 年）62 頁。budget の語義については、
小嶋和司「Budget と 「予算」 の語義の異同性――とくに憲法および憲法史的観点から」







頁、同「国家・市場・課税」金子宏監修『現代租税法講座 第 1 巻（理論・歴史）』（日本
評論社、2017 年、所収）3 ― 27 頁。とりわけ前者の論文ではドイツの予算法律が取り上
げられており、シュミットを始めラーバント（Paul Laband, 1838 ― 1918）、マイヤー（Otto 
































26） 法律の一般性をめぐっては日本国憲法 41 条の立法概念との関連で多数の邦語論文が存
在するが、それらの文献紹介も兼ねて、拙稿「法律は一般的でなければならない――ア
リストテレスとシュミットを手がかりに」仲正昌樹編『近代法とその限界（叢書アレテ
イア 11）』（御茶の水書房、2010 年、所収）315 ― 338 頁を参照。
27） 『憲法論』では二院制との関連でこれとほぼ同一のテーマが扱われている（VL 295ff.［尾









30） 大石（前掲注 15）291 頁によれば、国会法 57 条の 2 は「議員による選挙目当ての財政
事項発議権の濫用を抑制しようとして設けられたもの」であり、同 56 条 1 項但書、57 条
但書もこれと同旨である。これらの条項の詳細な解説として、昭和 54 年 3 月衆議院事務




























拠 し て い る。Jung, O., Direkte Demokratie in der Weimarer Republik: Die Fälle » 
Aufwertung «, » Fürstenenteignung «, und » Youngplan «, Campus, 1989、相澤直子「ド
イツにおける直接民主制に関する一考察――その理念と実践 (1)」九大法学 86 号（2003 年）
1 ― 105 頁（とりわけ 21 頁以下）。
















































32） グズィ（前掲注 9）17 頁によれば、ワイマール憲法 75 条の規定を 73 条 3 項の国民票
決にも適用すべきかという点にかんして解釈論上の争いがあったようである。そのこと


















































社、2002 年）がある。この研究書においてもワイマール憲法 73 条 4 項が具体例として


















37） 今井一ほか編『国民投票の総て』（［国民投票／住民投票］情報室、2017 年）第 2 章。
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